








る。マクロ経済分析という研究分野が確立するのは，J. M. ケインズ（John Maynard 
Keynes）が1936年に『雇用・利子および貨幣の一般理論』（以下『一般理論』とする）を
刊行した後のことである。ほとんどの初級レベルの経済学のテキストで解説されている基































これを継承し，発展させることで，R. E. ルーカス，Jr.（Robert Emerson Lucas,Jr.），





イクル・モデル，real business cycle model：RBC モデル），動学的確率的一般均衡モデ














Y ＝ F（N，K） （１）
ND ＝ ND（W／P） （２）
NS ＝ NS（W／P） （３）
ND ＝ NS （４）
ここで，Y は実質産出量もしくは実質国民所得，N は労働雇用量，K は資本ストック，
ND は労働需要量，NS は労働供給量，W は貨幣賃金率，P は当該の財の価格であり，それ
は物価水準でもある。したがって，W／P は実質賃金率である。（１）式は生産関数，（２）
式は労働需要関数，（３）式は労働供給関数，（４）式は労働市場の均衡条件を示している。




雇用量 N が決定されることを示している。短期で資本ストック K を一定とし，収穫逓減
の法則が支配していると仮定すると生産関数（１）式は

































NS ＝ NS（W／P），NS' >0，NS" >0 （７）
労働需要関数（６）式，労働供給関数（７）式および労働市場の均衡条件を示す（４）
式から労働雇用量 N が求められる。（４）式から求められた N を（５）式に代入するこ















E ＝ C ＋ I （９）
である。ここで，I は投資を表している。古典派は完全雇用水準で実質総供給と実質総需
要が均衡すると考えているので，
Y ＝ E （10）
となる。（８）式，（９）式，（10）式から，
C ＋ S ＝ C ＋ I






S ＝ S（r），S' >0 （12）










MD ＝ k・P・Y （15）
と表すことができる。上述のように P は物価水準，Y は実質産出量もしくは実質国民所
得であるので，PY は名目産出量もしくは名目国民所得となる。k はマーシャルの k である。
（15）式は経済全体の名目貨幣需要量 MD が名目国民所得（もしくは名目産出量）に k を
乗じた値になることを意味している。k は短期的にも長期的にも一定でなく，金融・経済
およびその他の要因により変動する。
また，名目貨幣供給量を MS とし，MS を通貨当局がコントロールできると仮定すると，
MS ＝ M （16）
となる。貨幣市場の均衡条件を，
MD ＝ MS （17）
とすると，（15）式，（16）式，（17）式から，
M ＝ k・P・Y （18）





Y ＝ F（N），F' >0，F"<0 （５）
と表され，労働市場を示すを次の３本の式からの完全雇用水準に雇用量 N が決定される。
ND ＝ ND（W／P），ND' <0，ND" >0 （６）
NS ＝ NS（W／P），NS ' >0，NS " >0 （７）
ND ＝ NS ＝ N （４' ）
物価水準 P は貨幣市場から与えられるので，上記の４本の式から，完全雇用水準での
雇用量 N と実質賃金率 W／P および実質国民所得（もしくは実質産出量）Y を得る。
財市場は次の３本の式，
Y ＝ C ＋ S（r），S' >0 （８' ）
E ＝ C ＋ I（r）， I ' <0 （９' ）
Y ＝ E （10）
もしくは，次の３本の式で示される。
S ＝ S（r），S' >0 （12）
I ＝ I（r）， I ' <0 （13）
S（r）＝ I（r） （14）
上記の生産関数および労働市場を示す３本の式から得られた完全雇用での実質国民所得
Y の水準において，財市場では，（８' ）式，（９' ）式および（10）式から，もしくは（12）式，
（13）式および（14）式から，実物利子率 r の関数である貯蓄 S と投資 I が均衡すること
で，貯蓄 S と投資 I が決定されれば，（８' ）式から消費 C も決定されるのである。
また，貨幣市場は貨幣数量説に基づく次の３本の式で示される。
MD ＝ k・P・Y　 （15）
MS ＝ M （16）
MD ＝ MS　 （17）
k は短期的にも長期的にも一定ではなく，金融・経済およびその他の要因により変動す






国民所得は Y であり，Y はまた，実質総供給でもある。この時の消費を C1，貯蓄を S1，
投資を I1とすると，Y ＝ C1＋ S1である。一方，実質総需要 E は，E ＝ C1＋ I1となる。経
済は完全雇用水準で均衡しているので，Y ＝ E となり，したがって，S1＝ I1となる。こ
の時の利子率を r1とすると，貯蓄 S と投資 I は利子率 r1の水準で均衡しているのである。
このように完全雇用水準で均衡している経済において，たとえば，将来に対する不確実
性が高まったことにより貯蓄性向が上昇したとしよう。貯蓄性向の上昇により，貯蓄関数
S ＝ S（r）はシフトすることになるが，この段階では利子率は r1の水準で変化していな
いため，貯蓄のみ S1から S2へと増加したとしよう。投資は I1の水準に止どまっており，
この時経済は S> I という貯蓄超過の状況に陥いることになるのである。当初の消費は C1
（Y − S1）であるので，貯蓄の S1から S2への増加により，消費は C1から C2（Y − S2）へ
と減少する。すなわち，実質総需要 E は C1＋ I1から C2＋ I1へと減少することになり，財
市場では Y>E となり，財の超過供給が発生し，不均衡状態がもたらされる。
しかしながら，この不均衡の状態が長期にわたって存続することはない。貯蓄と投資も
S> I と不均衡の状態にあるため，利子率が r1から貯蓄と投資が均衡する水準 r2まで下落
し，貯蓄 S2は減少して S3になり，投資 I1は増加して I2になるとすると，この時，貯蓄と
投資は均衡しているので S3＝ I2となる。消費が C2（Y − S2）から C3（Y − S3）へと増加
しているため，実質総需要 E は C2＋ I1から C3＋ I2へと増加している。したがって，E ＝




においては S3＝ I2で均衡し，増加している。一方，消費は C1から C3へと減少している。























ND ＝ ND（W／P），ND' <0，ND" >0 （19）
となる。しかしながら，第二公準については，ケインズはこれを否定し，労働供給は完全
雇用が達成されるまでは貨幣賃金率 W の関数であり，労働供給関数は図−１に示されて
いる NS ような形状になると主張する。図−１の縦軸には貨幣賃金率 W，横軸には労働供
給量 NS がとられている。労働供給関数は完全雇用水準の N1までは，貨幣賃金率 W の変
化に対して完全に弾力的であり，労働供給量が完全雇用の水準に到達すると完全に非弾力
的になる（6）。すなわち，労働供給関数は，














NS ＝ NS（W／P）　 （21）
となる。ただし，その形状は古典派のものとは異なり，図−２に示されている NS
1のよう




働の供給側は N1の労働量を供給しようとする。この時，労働需要量が N2であれば N1−
N2の失業が生じることになる。伊東（1993）が詳しく説明しているように，この失業を
貨幣賃金率を引き下げることによって解消させることはできない（7）。したがって，この失
業を解消させるには，図−２に示されているように，物価水準 P を P1から P2へと引き上
げることにより，実質賃金率を W1／P1から W1／P2へと引き下げることが必要になる。図



















産出量もしくは実質国民所得 Y は，消費 C と貯蓄 S の和である。すなわち，
Y ＝ C ＋ S （22）
となる。一方，実質総需要 E は消費 C と投資 Iの和である。すなわち，
E ＝ C ＋ I （23）
となる。ケインジアンのマクロ経済モデルにおける財市場の均衡条件は，古典派と同様に
Y ＝ E　 （24）
であるから，
C ＋ S ＝ C ＋ I
∴ S ＝ I　 （25）
となる。しかしながら，貯蓄 S を実物利子率の関数と考えた古典派と異なり，ケインジ
アンは S を実質国民所得 Y の関数と考える。すなわち，貯蓄関数を，
S ＝ S（Y），S' >0 （26）
とする。また，消費 C も実質国民所得 Y の関数と考えるので，消費関数を，
C ＝ C（Y），C' >0 （27）
とする。初級レベルのマクロ経済学のテキストでは，消費関数および貯蓄関数を線形１次
の関数として単純化し，消費関数を，
C ＝ C（Y）＝ cY ＋ C0 （28）
貯蓄関数を，
S ＝ S（Y）＝ sY − C0 （29）
としている。ここで，c は限界消費性向，s は限界貯蓄性向，C0は独立消費と呼ばれるも
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i とすると，投資は市場利子率 i の減少関数として，
I ＝ I（i），I' <0 （30）
と表すことができる。
以上から，ケインジアンモデルにおける財市場の均衡条件は，









ているように，縦軸に市場利子率 i，横軸に実質国民所得 Y をとった平面上には，市場利
子率 i の操作による投資 I の変動によってもたらされた，様々な均衡実質国民所得と均衡
利子率との組合せを示す集合が，右下がりの曲線として導出されている。この曲線上では




































前節までと同様に，実質国民所得を Y，物価水準を P とすると，名目国民所得は PY と
なる。取引動機および予備的動機に基づく名目貨幣需要量を M 1とすると，M 1と名目国民
所得 PY との関係は，
M 1＝ k・P・Y （33）
と表すことができる。ここで，k は比例係数である。ただし，（15）式の k（マーシャル












投機的動機に基づく名目貨幣需要量を M 2，市場利子率を i とすると，M 2と市場利子率
i との関係は，
M 2＝ M 2（i） （34）
と表すことができる。M 2は i の減少関数である。
以上の三つの動機に基づく名目貨幣需要量をすべて合計したものが経済全体の名目貨幣
需要量である。この名目貨幣需要量を MD とすると，
MD ＝ M 1＋ M 2 （35）
となる。この式は，
MD ＝ k・P・Y ＋ M 2（i） （36）
もしくは，













下がりの L 曲線のような形状を示すものとなる。図−３の縦軸には市場利子率 i が，横軸
には名目貨幣需要量 MD がとられている。横軸の原点Ｏから M' までが取引動機および予
備的動機に基づく名目貨幣需要量 M 1を示し，M' から右が各市場利子率の水準に対応する
投機的動機に基づく名目貨幣需要量 M 2を示している。i1のような市場利子率が極めて高
い水準（確定利付有価証券の価格が極めて低い水準）までは，投機的動機に基づく名目貨
幣需要量 M 2はゼロとなるので，この時経済全体の名目貨幣需要量は M 1である。市場利








MD ＝ MD（Y，i） （38）







MD ＝ MD（Y，i） （38）
MS ＝ M （39）




































合が，右上がりの LM 曲線として，上述の IS 曲線とともに示されている。LM 曲線上で
は名目貨幣需要量と名目貨幣供給量が常に均衡している。ヒックスによって展開された
IS-LM 分析では，IS 曲線と LM 曲線の交点で均衡市場利子率 i ＊と均衡実質国民所得 Y ＊
が決定されることになる。しかしながら，この均衡実質国民所得は，完全雇用実質国民所
得とは限らない。したがって，かかる均衡実質国民所得の水準が完全雇用に達していない
































実質賃金率 W／P を引き下げることはできない。理論的には，貨幣賃金率 W の引下げは，
物価水準 P のそれ以上の下落をもたらし，実質賃金率 W／P の引下げをもたらさないの
である。したがって，実質賃金率 W／P を引き下げることで雇用量を増加させるためには，


























質賃金率 W／P がとられている。また，縦軸の原点Ｏから上には市場利子率 i が，下には
労働需要量 ND，労働供給量 NS および雇用量 N がとられている。








1は貨幣賃金率 W1，物価水準 P1，実質賃金率 W1／
P1の下での労働供給関数であり，NS
2は貨幣賃金率 W1，物価水準 Pe，実質賃金率 W1／Pe 





る均衡条件が IS1と LM によって与えられているとしよう。この時，両曲線の交点から均
衡市場利子率 i1と均衡実質国民所得 Y1が求められる。次に，第４象限で，この均衡実質
国民所得 Y1と生産関数から雇用量 N1が決定される。第３象限では，この N1の水準で労働
需要関数 ND と労働供給関数 NS
1が均衡している。もし，均衡しておらず，労働市場が不
均衡状態であるならば，Y，N 等が変動し均衡がもたらされることになる。しかしながら，





雇用の水準 Ne を実現しており，労働市場においては，労働需要関数 ND と労働供給関数
NS
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［抄　録］
本稿は，マクロ経済を形成する財市場，労働市場および貨幣市場等がどのように分析さ
れ，どのようなマクロ経済理論モデルが構築され，それらがどのような問題を抱えていた
かを究明することで，マクロ経済学の発展に関して考察するものである。マクロ経済分析
という研究分野が確立するのは，ケインズの『一般理論』刊行後のことであるが，それ以
前の古典派の理論においても，彼らが想定した生産関数および彼らによる労働市場，財市
場，貨幣市場等の分析からマクロ経済モデルを構築することができる。本稿では，まず，
古典派のマクロ経済モデルを構築し，その問題点について検討する。
次に，『一般理論』刊行直後にその解釈としてヒックスが展開し，アメリカの経済学の
テキストによって広まった IS-LM モデルを中核とする，ケインジアンのマクロ経済モデ
ルについて考察する。IS-LM 分析に対しては，それが発表された当初からイギリス・ケ
インジアンはこれを受け入れなかった。IS-LM 分析がケインズの『一般理論』を正しく
解釈したものではないということは，現在では定説となっている。そして，そのような批
判を考慮して，部分的に修正したケインジアンのマクロ経済モデルの構築を試み，古典派
のマクロ経済モデルとの相違点について論じる。
